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民法（親子法制）部会資料 ８ 

 

嫡出推定制度の見直し１（二読） 

 

第１ 嫡出の推定（民法第７７２条関係）の見直し 

民法第７７２条の規律を，次のように改めることについて，どのように考える

か。 

  ① 妻が婚姻中に懐胎し又は出産した子は，夫の子と推定する。 

② 婚姻の解消又は取消しの日から３００日以内に生まれた子は，婚姻中に懐胎

したものと推定する。 

③ 離婚［若しくは夫の死別］による婚姻の解消［又は婚姻の取消し］の日から

３００日以内に生まれた子であって，母が前夫以外の男性と再婚をした後に出

産したものは，①及び②の規律にかかわらず，再婚後の夫の子と推定する（注）。 

（注）子の出生時に母が前夫以外の男性と再婚していないときにも，前夫の子と

推定しないことについては，その子と前夫との間に生物学上の父子関係があ

る蓋然性の有無や，離婚後に生まれた子に当然には法律上の父が確保されな

いことになること等に留意しつつ，引き続き検討する。 

 

（補足説明） 

１ はじめに 

民法第７７２条の嫡出推定規定の見直しに関して，部会資料３では，規律の実質

的な見直し部分を明らかにする趣旨で，㋐婚姻の成立の日から２００日以内に生ま

れた子に関する規律と㋑婚姻の解消又は取消しの日から３００日以内に生まれた

子に関する規律について，それぞれ考えられる見直し案を提示していたところ，第

３回会議において，委員等から，㋐の規律に関して，婚姻の成立の日の前に懐胎し

婚姻の成立の日の後に出生した子を夫の子と推定するとの見直しをする場合には，

民法第７７２条第１項の規律についても見直しが必要となることから，同条全体の

在り方も意識して検討する必要があるとの指摘があったところである。 

そこで，本部会資料では，部会資料３で提示していた㋐・㋑に関する規律の実質

を維持しつつ，本文①は，民法第７７２条第１項に対応する規律として，母が婚姻

中に懐胎し又は出産した子に関する規律を，本文②は，同条第２項に対応する規律

として，子の出生時期から懐胎時期を推定する規律を，本文③は，本文①，②の規

律の例外として，婚姻の解消後３００日以内に生まれた子であって母が前夫以外の

男性と再婚した後に出産したものに関する規律を設ける形で，提案をしている。な

お，上記㋐の規律については後記２⑶において，上記㋑の規律については後記４に

おいて，それぞれ更なる検討を加えることとしている。 
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２ 妻が婚姻中に懐胎し又は出産した子に関する規律（本文①） 

⑴ 妻が婚姻中に「懐胎」した子を夫の子と推定することについて 

民法第７７２条第１項は「妻が婚姻中に懐胎した子は，夫の子と推定する」と

規定している。同項の推定の根拠に関しては様々な理解があるが，基本的には，

婚姻中の夫婦は同居義務及び貞操義務を負っていることから，妻が婚姻中に懐胎

した子は夫の生物学上の子である蓋然性が高く，また，事後的に否認されない限

り，夫婦の子として養育することが相当であることを根拠とするものと考えられ，

現代においても合理性を持つものと考えられる。嫡出推定規定の見直しについて

議論がされた第３回会議でも，一定の場合に推定の例外を設けることの要否につ

いて議論されたほかは（後記４等参照），この規律の見直しの必要性を指摘する意

見はなかった。 

そこで，本文①では，この規律を維持することとしている。 

⑵ 妻が婚姻中に「出産」した子を夫の子と推定することについて 

ア 民法第７７２条第２項は，子を出産した時期を基準に，「婚姻の成立の日か

ら２００日が経過した後又は婚姻の解消若しくは取消しの日から３００日以

内に生まれた子は，婚姻中に懐胎したものと推定する」としているが，本文①

は，このうち，婚姻の成立の日から２００日以内に生まれた子に関する規律を

見直し，婚姻の成立後に生まれた子は，一律に，夫の子と推定することを提案

している（⇒⑶）。 

  また，現行の民法第７７２条は，妻が婚姻中に子を出産した事実について，

子の懐胎時期を推定する前提事実として位置付けているが，本文①は，妻が婚

姻中に子を出産した事実から直接，夫と子との間の父子関係を推定することを

提案することとしている（⇒イ）。 

イ 妻が婚姻中に出産した子を夫の子と推定するとの見直しを行うことについて

は，①社会の変化により，妊娠を契機として婚姻に至るカップルが増加してい

る現状に鑑みれば，妻が婚姻前に懐胎し，かつ，婚姻中に出産した子は，夫の

生物学上の子である蓋然性が高いと考えられること，また，②婚姻した夫婦は，

通常，その子を養育する意思を有しており，夫の子と推定することで，子に安

定的な養育環境を与えることができることから，合理性を有すると考えられる。 

さらに，③部会資料３の６ページ以下に記載したとおり，現行法の下でも，

判例では，婚姻の成立の日から２００日以内に生まれた子について，婚姻の成

立の前に内縁関係が継続し，母が内縁の夫との間で当該子を懐胎した場合には，

父による認知の手続を経ることなく，出生と同時に当然に父母の嫡出子たる身

分を有するとされる。戸籍実務でも，婚姻の成立の日から２００日以内に生ま

れた子について嫡出子の出生届を提出することが認められている。しかしなが

ら，このような取扱いに対しては，婚姻の成立の日から２００日以内に生まれ

た子は，嫡出子として推定されないため，いつまでも父子関係不存在確認の訴

えにより父子関係が争われ得ることから，子の身分関係が不安定になっている
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との指摘がある。そこで，子の身分関係を安定させるため，これらの子につい

ても，夫の子との推定が及ぶこととすることが相当であると考えられ，第３回

会議においても，これに賛同する指摘があった。 

他方，第３回会議では，子を夫婦の子として引き受ける意思が，全ての夫婦

にあるわけではなく，生物学上の父子関係がないことを知りながら，母と婚姻

することもあるとの指摘があった。しかしながら，嫡出推定制度は，婚姻と出

生時期という明確な基準によって父子関係を早期に確定することを目的とし，

その推定が生物学上の父子関係と一致しない場合には，嫡出否認の訴え等によ

って推定される父子関係を否認することを予定している。そのため，婚姻の成

立の日の後に生まれた子を夫の子と推定することによって得られる利益が，推

定しないことによって得られる利益よりも，総体として大きいときは，規律の

見直しが正当化されるとも考えられる。 

このほか，第３回会議では，懐胎を基準に法律上の父子関係を推定する規律

（懐胎主義）を維持しつつ，出産を基準に法律上の父子関係を推定する規律（出

生主義）を併存させることによって，生じる問題があるのではないかとの指摘

もあったところであるが，どのように考えるか。 

⑶ 妻が婚姻成立前に懐胎し，婚姻成立後に出産した子の地位について 

ア 本文①は，現行法の下では，妻が婚姻前に懐胎し，婚姻成立の日から２００

日以内に出産した子は夫の子と推定されないこととされている点を見直し，妻

が婚姻前に懐胎した子であっても，夫の子と推定することを提案するものであ

る。この関係で，民法第７７２条第２項のうち，婚姻成立の日から２００日経

過後に生まれた子は婚姻中に懐胎したものと推定するとの規律は，必要性がな

くなることから，削除することとしている（本文②参照）。 

イ これに対して，第３回会議では，現在，戸籍実務では，妻が婚姻成立の日の

後２００日以内に生まれた子について，民法，戸籍法の原則どおり，母は嫡出

でない子としての出生届の提出をすることができるとされている一方で，母又

は夫は，夫の子とする嫡出子としての出生届の提出をすることもできるとされ

ていることを前提に，上記のような見直しをした場合であっても，嫡出でない

子としての出生届の提出も認めるべきとの指摘があった。また，母等が，夫の

子である場合には嫡出子としての出生届を提出し，また，夫の子でない場合に

は嫡出でない子としての出生届を提出することを可能としつつ，嫡出子として

の出生届の提出がされたときは，嫡出推定が及ぶこととし，子は嫡出否認の訴

えによらなければ，父子関係を否定されないとすることも考えられるとの指摘

もあった。 

しかしながら，嫡出推定規定を見直し，婚姻成立の日の後に生まれた子を夫

の子と推定することとしたにもかかわらず，嫡出でない子の出生届の提出を認

めるとすると，出生届の記載によって嫡出推定を排除することをできることに

なるが，この考え方は婚姻成立の日から２００日以内に生まれた子のみならず，
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嫡出推定が及ぶ期間に生まれた子一般に影響を与える可能性があるため，慎重

に検討する必要があるとも考えられる。また，戸籍法上，嫡出でない子の出生

届は母が提出することができることとされているが（戸籍法第５２条第２項），

母のみに嫡出推定を排除するか否かの選択権を与えることについても，夫の地

位との関係で慎重な検討が必要であるとも考えられる。 

また，このような選択肢を認める必要性に関して，第３回会議では，子に嫡

出推定が及ぶことを避けたいと考えるカップルは，子の出生後に婚姻をすれば

よく，あえて婚姻後に生まれた子について嫡出でない子の出生届の提出を認め

る必要はないのではないかとの指摘もあったところである。このような指摘に

対しては，必ずしも子の父となることを意図して婚姻をするとは限らないとの

指摘もあったところであるが，意図せず婚姻をしたことによって，生まれた子

が夫の生物学上の子でない場合には，嫡出否認の訴えにより法律上の父子関係

を否認することができるとも考えられる。 

そこで，母が婚姻成立前に懐胎し，婚姻成立の日の後に生まれた子について，

特段の例外を設けないこととし，夫の子と推定することとしているが，どのよ

うに考えるか。 

⑷ 「推定」の意義について 

民法第７７２条第１項の「推定」については，現行法上，妻が婚姻中に子を懐

胎した事実から父子関係を推定するものであるが，その推定は，否認権者が嫡出

否認の訴えを提起することによって覆す必要があるとされており，かつ，その提

訴権者及び期間が厳格に定められていることから，単なる法律上の推定にとどま

らず，夫を法律上の父とする規律として機能しているとの指摘がある。第３回会

議では，そのような認識を踏まえて，法律上の父とする規律であることを明示す

べきであるとの指摘があった。 

しかしながら，現行法は，妻が婚姻中に子を懐胎した事実から父子関係を推定

し，その推定を覆すための手段を否認訴訟によらなければならないとの制限を加

えたものにすぎず，上記指摘のような一定の見方を前提として法制上の用語を見

直す必要性はないとも考えられる。また，提訴権者及び否認期間についてこれを

緩和する方向で見直すこととした場合には，推定される父子関係と生物学上の父

子関係とが一致しないときに，一定程度嫡出否認の訴えが提起されることも増加

することが考えられ，指摘のような制度の理解が今後も妥当するか否か明らかで

ない。さらに，このような見直しをした場合には，判例で認められている「推定

の及ばない子」の法理にも影響を与えることになると考えられる。父子関係不存

在確認の手続や強制認知の手続が，無戸籍者問題を解消する観点から有効な手段

となっているとの指摘が多かったことからすると，これを見直すことについては，

慎重な検討が必要であるとも考えられる。 

そこで，民法第７７２条第１項の「推定」については，現行法の規律を維持す

ることとしているが，どのように考えるか。 
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３ 母の婚姻の解消又は取消しの日の後に出生した子の懐胎時期の推定に関する規

律（本文②） 

⑴ 現行法は，婚姻中に懐胎した子は夫の子と推定するとの規律を前提に，婚姻の

解消又は取消しの日の後に生まれた子について，その日から３００日以内に生

まれた子は，婚姻中に懐胎したものと推定することとしているが，本文①及び②

は，原則として，これを維持することを提案している。 

⑵ これに対し，第３回会議において，一般的に，離婚後に生まれた子は前夫の生

物学上の子である蓋然性が低いことから，母の再婚の有無にかかわらず，離婚に

よる婚姻解消の日の後に生まれた子は，前夫の子と推定しないこととすべきと

の指摘があった。 

確かに，離婚に至る夫婦は，離婚直前の時期には夫婦関係が破綻し，別居をす

るなどして夫婦の性関係も存在していないことが多いとも考えられる。しかし

ながら，第３回会議では，一定期間別居したことが夫婦の離婚の要件とされてい

るドイツなどと異なり，協議離婚を認める我が国の法制の下では，必ずしも，離

婚の直前の時期に夫婦の性関係が失われているということはできず，離婚後に

生まれた子が，一般的に前夫の生物学上の子である可能性が低いとはいえない

との指摘があった。また，一般的に，前夫の子と推定しないこととすると，生ま

れた子は，認知によらなければ法律上の父が確保されないことになるため，総体

として，子の利益が害される事態が増加するとも考えられる。 

そこで，本文②は，婚姻の解消又は取消しの日から３００日以内に生まれた

子は，原則として，婚姻中に懐胎したものと推定することとしている（その上で，

下記４のとおり，妻が前夫以外の男性と再婚した後に出まれた子について例外

を設けることとしている。）。もっとも，上記のような指摘があることや，無戸籍

者問題を解消する観点等からは，子の出生時に母が再婚しているか否かにかか

わらず，前夫の子と推定しないこととする必要があるとの指摘があり得ること

等を踏まえ，本文（注）において，子の出生時に母が前夫以外の男性と婚姻して

いないときにも前夫の子と推定しないこととすることについて，引き続き検討

することを付記している。 

以上を踏まえ，この点について，どのように考えるか。 

 

４ 婚姻の解消又は取消しの日の後，母が前夫以外の男性と再婚し，子を出産した場

合の規律（本文③） 

⑴ 本文③は，本文①，②の規律の例外として，婚姻の解消又は取消しの日から３

００日以内に生まれた子であっても，母が前夫以外の男性と再婚をした後に生ま

れた子は，再婚後の夫の子と推定するとして，本文①，②の原則の例外を定める

ことを提案している。 

なお，部会資料３では，前婚の解消原因が離婚の場合に限り，このような例外
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を設けるとの案を提示し，前婚の解消原因が夫の死別による場合や婚姻の取消し

の場合については，引き続き検討することとしていたが，本部会資料では，第３

回会議の議論を踏まえ，これらの場合についても，離婚の場合と同様の規律を置

くこと等を提案している。 

⑵ 前婚の解消原因が離婚である場合の規律 

ア 第３回会議では，夫婦の離婚後に生まれた子が，一般的に前夫の生物学上の

子である蓋然性が低いとはいえないものの，少なくとも，母が子の出生時に前

夫以外の男性と再婚していたときは，前夫の生物学上の子である蓋然性よりは，

むしろ再婚後の夫の生物学上の子である蓋然性の方が高いとの指摘があった

ほか，母が再婚をしたときは，再婚後の夫婦が自らの子として子を養育する意

思があり，再婚後の夫婦の子と推定することが相当であるとの指摘や，生物学

上の父子関係の蓋然性の高低にかかわらず，婚姻による子の引受けの意思を考

慮してよいとの指摘もあった。 

そこで，本文③では，部会資料３に引き続き，前婚の解消原因が離婚の場合

には，本文①，②の規律にかかわらず，前夫の子ではなく，再婚後の夫の子と

推定することを提案している（注１）。 

イ なお，第３回会議では，本文③の規律に関して，母が再婚後の夫と離婚して

いたケースにおいても再婚後の夫の子と推定するのか，それとも前夫の子及び

再婚後の夫の子と推定され，父を定めることを目的とする訴え（注２）による

ことになるのかについて検討すべきではないかとの指摘があった（注３）。 

この点については，⑴ 本文③の規律の根拠である「母が子の出生時に前夫

以外の男性と再婚していたときは，前夫の生物学上の子である蓋然性よりは，

むしろ再婚後の夫の生物学上の子である蓋然性の方が高い」という点は，再婚

の離婚という再婚後の事情によってその評価が変わるわけではないほか，子の

父を確保する観点や規律としての簡明さの観点を考慮して，再婚後の夫の子と

推定することが相当であるという意見や，⑵ 本文③の規律の根拠について，

母が再婚をしたときは，再婚後の夫婦が自らの子として子を養育する意思があ

るという点を重視した上で，再婚の離婚があった場合には，再婚後の夫婦が自

らの子として子を養育する意思があるとはいい難いほか，上記のようなケース

においては，前夫の子である蓋然性と再婚後の夫の子である蓋然性に差はない

として，前夫の子及び再婚後の夫の子であるとの推定が及び，父を定めること

を目的とする訴えによることが相当であるという意見などが考えられる。 

このようなケースが生じる確率は必ずしも高くはないと想定されるが（注

４），以上のような意見を踏まえ，どのように考えるか。 

ウ また，現行法は，胎児が（前）夫の子であることを前提に，（前）夫の相続に

関して，胎児が既に生まれたものとみなすとの規定を置くほか（民法第８８６

条第１項），不法行為による損害賠償請求権に関して，胎児が既に生まれたも

のとみなすとの規定（民法第７２１条）を置いており，（前）夫が被害者となり，
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胎児にも固有の慰謝料請求権（民法第７１１条）が認められる。（前）夫がいる

が，上記アの規律を設けることとした場合には，子の懐胎後出産までの間に母

が再婚しているか否かによって，子が前夫の子と推定されるか否かが変化する

ことになるため，離婚の後，前夫が死亡し，その後，出産までの間に母が再婚

したようなケースをどのように考えるべきかが問題となるとも考えられる。 

この点については，民法第８８６条第２項が，胎児が死体で生まれたときは，

胎児は相続人とならないとしていることを参考に，出産までの間に母が再婚し

たときは，子は相続人とならないとすることが考えられるが，どのように考え

るか。 

 ⑶ 婚姻の解消原因が死別である場合の規律 

  ア 婚姻の解消原因が死別（夫の死亡）である場合に，離婚の場合と同様の規律

を設けるか否かについて，第３回会議では，一方で，婚姻の解消原因によって，

子の父子関係の確定の方法が異なるのは，子の利益の保護という観点から不適

切ではないかとの指摘があったほか，死別の場合に限り，３００日以内は亡夫

の子と推定することとすると，再婚後の夫の子との推定との重複が，最大で３

００日間生ずることとなり，女性の再婚禁止期間の在り方にも影響を与えると

の指摘があった。これに対して，死別の場合には，離婚の場合に比して，直前

まで夫婦の同居及び性関係が継続している可能性が高く，生まれた子が亡夫の

子である蓋然性は高いとの指摘があったほか，婚姻の解消の効果について，離

婚の場合と死別の場合とでは，生存配偶者の氏及び姻族関係について，後者の

方が前者に比べて，婚姻の効果を維持・継続する方向に規律されていることと

のバランスを考慮すべきではないかとの指摘もあった。 

  イ そこで検討すると，婚姻の解消原因が死別である場合は，上記指摘のとおり，

生まれた子が亡夫の生物学上の子である蓋然性が低いということはできず，母

が子の出生前に別の男性と再婚している事実があるとしても，その事情は変わ

らないとも考えられる。もっとも，子の出生時に母が再婚していた場合は，母

と再婚後の夫は，再婚後の夫婦の下で，その子を養育する意思を有していると

考えられ，再婚家庭で（再婚後の夫の法律上の子として）養育されることが子

の利益にも合致するとも考えられる（注５）。 

また，上記指摘のとおり，民法は，婚姻によって氏を改めた夫又は妻の氏に

ついて，離婚の場合は当然に婚姻前の氏に復することを原則とするのに対し

（民法第７６７条第１項，第７７１条），死別の場合は当然には復氏せず，届出

によって婚姻前の氏に復することができるとしており（民法第７５１条第１項，

戸籍法第９５条），また，姻族関係について，離婚によって終了するとしている

のに対し（民法第７２８条第１項），死別の解消の場合は，当然には終了せず，

生存配偶者が，届出によって姻族関係を終了させる意思を表示したときに終了

するとしている（同条第２項，戸籍法第９６条）（注６，７）。他方で，これら

は，離婚又は夫の死亡の際の，妻の氏及び姻族関係に関する規律であるが，子
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と亡父との間の父子関係については，これと異なる考慮をすることも十分に可

能であるとも考えられる。 

  ウ 以上から，本部会資料では，婚姻の解消原因が死別の場合も，離婚の場合と

同様に，本文①，②の原則の例外として，本文③の規律を設けることを提案し

つつ，死別の場合には，③の規律を設けず，亡夫の子と推定するとの規律を維

持することとする案もブラケットを付して併記し，引き続き検討することとし

ている。 

    なお，後者の案（婚姻の解消原因が死別であるときは，亡夫の子と推定する

案）を採用することとした場合には，上記アの指摘のとおり，死別後，亡夫の

子との推定と再婚後の夫の子との推定とが最大で３００日間重複することに

なる。この点については，死別の場合に限るとしても，女性の再婚禁止期間を

現在の１００日から３００日に伸長することは現実的ではないとも考えられ，

推定が重複する子については，父未定の子として，父を定めることを目的とす

る訴え（民法第７７３条）により裁判上父を定めることとすることが考えられ

る（注８）。 

    以上を踏まえ，この点について，どのように考えるか。 

⑷ 婚姻の取消しの場合の規律 

ア 婚姻の取消しの場合に，離婚の場合と同様の規律を設けるかべき否かについ

て検討すると，婚姻の取消しの原因は，民法第７３１条ないし第７３６条及び

第７４７条に規定されているが（注９），いずれも婚姻成立時から存在する事

由であり，必ずしも，夫婦関係が悪化し破綻に至ったということはできないと

も考えられる。また，取消しの訴えは，婚姻の当事者のみならず，その親族や

検察官も提起することができ（民法第７４４条。第７３２条及び第７３３条の

規定に違反した場合には，当事者の配偶者又は前配偶者も提起することができ

る。），婚姻の当事者以外の者が訴えを提起した場合などは，婚姻が取り消され

たからといって夫婦関係が破綻していたということもできないとも考えられ

る。これらによれば，婚姻の取消し後に生まれた子が前夫の子である蓋然性が

低いということはできないとも考えられる。 

しかしながら，婚姻の取消後，母が前夫とは別の男性と再婚した場合には，

母及び再婚後の夫は再婚家庭で子を養育する意思を有していると考えられる

ことからすると，離婚後の再婚に関して再婚後の夫の子と推定するとの規律を

妥当させる趣旨は，同様に妥当するものと考えられる。また，婚姻の取消しは，

家庭裁判所に対する訴えによるとされており（民法第７４３条，７４７条），取

消しまでの間に一定の審理期間を要することなどからすると，取消しの日から

３００日以内に生まれた子が前夫の子である蓋然性は低いということができ

るとも考えられる。 

ウ 以上から，本部会資料では，婚姻の取消しの解消の場合についても，離婚の

場合と同様に，本文①，②の原則の例外として，本文③の規律を設けることを



9 

 

提案しつつ，婚姻の取消しの場合には，③の規律を設けず，前夫の子と推定す

るとの規律を維持することとする案も，ブラケットを付して併記し，引き続き

検討することとしているが，どのように考えるか。 

 

（注１）なお，再婚後の夫の子との推定が否認された場合に，前夫の子と推定されることと

するかどうかについては，嫡出否認の効果に関わるものであるため，【部会資料９】で

検討することを予定している。 

（注２）現行の父を定めることを目的とする訴えは，再婚禁止期間の定めに反して婚姻がさ

れた場合に限定されているので，父を定めることを目的とする訴えを用いる場合には，

その適用場面を拡大することを前提としている。 

（注３）本文の規律に即していうと，このようなケースは，本文①でいう「婚姻中に出産し

た子」には該当しないことから，「婚姻中に懐胎し…た子」の問題であり，前婚及び再

婚のいずれについても，本文②の推定が及び得ることになり，本文③の「再婚をした

後に出産したもの」について，子が出生した際に，再婚が継続していることが必要か

否かという問題であると整理される。 

（注４）再婚後離婚した後，かつ，前婚の婚姻時から３００日以内に子が出生した夫婦に関

する統計は見当たらないが，参考までに，平成３０年人口動態統計によれば，前婚解

消後１年以内に再婚した妻の割合は１３．１％（夫は１５．１％），離婚した夫婦のう

ち，同居期間が１年未満のものは６．３％となっている。 

（注５）ドイツでは，夫の死別により婚姻が解消した場合には，死別の日から３００日以内

は亡父の父性推定が及ぶが（ドイツ民法第１５９３条第１文），子の出生時に母が再婚

した場合は，再婚後の夫の父性推定が優先するとの規律を置いている（同条第３文）。

なお，ドイツでは，夫婦の離婚後に生まれた子は，再婚の有無にかかわらず前夫の父

性推定はされず，子の承認，再婚後の夫の父性推定等によらなければ法律上の父がい

ないこととなるとされている。 

    フランスでは，夫の死亡により婚姻が解消した場合について，特に明文で規律して

いないが，死別の日から１８０日以内に生まれた子は婚姻中に懐胎したものと推定さ

れ，亡夫の子と推定される（フランス民法第３１１条，第３１２条参照）。また，死別

から１８１日から３００日以内に生まれた子は，原則として夫の子と推定されるが

（同法第３１１条 1項、第３１２条），前夫との死別後の日を懐胎日とし，前夫の推定

が及ばないようにすることもできる（同法第３１１条２項）。なお，子の出生時に母が

再婚している場合は，父性推定の重複が生ずる可能性があるが，父性推定は，子の出

生証書が父の資格で夫を表示しないときには排除されるので（同法第３１３条第１

文），出生証書に父として記載された者が子の法律上の父となるとされている。 

（注６）なお，離婚の場合は配偶者の相続権は失われるが，死別の場合は，配偶者は相続人

となる（民法第８９０条）。もっとも，離婚の場合には，配偶者は，相手方に対して財

産分与の請求をすることができる（民法第７６８条）。 

（注７）なお，子の氏及び姻族に関する規律は次のとおりである。 
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まず，婚姻により氏を改めた母が離婚したときは，母は当然に婚姻前の氏に復する

ため，子は，母の氏と異なることになり，民法第７９１条第１項に基づき，家裁の許

可により氏を変更することができる。子の出生前に離婚したときも，子は離婚時の父

母の氏を称することになるため（民法第７９０条），母の氏と同じにするには，同様

に氏の変更が必要となる。 

他方，婚姻により氏を改めた母が夫と死別したときは，母は当然には復氏しないた

め，子は母の氏と同じである。母が復氏したときは，母と子の氏は異なることになる

から，民法第７９１条第１項に基づき，家裁の許可により氏を変更することができる。

子の出生前に死別した場合は，母が復氏した後に子が出生したときであっても，民法

第７９０条第１項ただし書に準じて，父死亡の際における父母の氏を称すると解さ

れている（民事局長回答）。 

また，母の姻族は，子の血族なので，離婚であれ，死別であれ，親族関係が失われ

ることはない。 

（注８）韓国は，平成１７年に再婚禁止期間を廃止しており，女性が，配偶者の死亡又は離

婚により婚姻が解消された後，すぐに再婚をして子を出産した場合等には，子の出生

日が再婚後２００日以内であると同時に，前婚の終了日から３００日以内となって，

親生推定が重複する事態が生じ得る。この場合には，父を定める訴えによって父子関

係を定めることとされている。 

    また，台湾は，平成１０年に再婚禁止期間を廃止しており，女性が，夫の死亡後，

すぐに再婚をして子を出産した場合等には，子の出生日が前婚の終了日から３００日

以内となって嫡出推定が重複する事態が生じ得る。もっとも，戸籍実務では母が再婚

後の夫の子を父とする出生届を提出した場合は，民法に合致し受理すべきであるとし

ているほか，父の確認の訴えによって父子関係を定めることができるとされている。 

（注９）婚姻の取消しの原因については，民法第７３１条（婚姻適齢），第７３２条（重婚の

禁止），第７３３条（再婚禁止期間），第７３４条（近親者間の婚姻の禁止），第７３５

条（直系姻族間の婚姻の禁止）又は第７３６条（養親子等の間の婚姻の禁止）の各規

定に違反したこと（民法第７４４条）及び詐欺又は強迫によって婚姻をしたこと（民

法第７４７条）が挙げられる。 

 

第２ 女性の再婚禁止期間の在り方（民法第７３３条関係） 

   女性の再婚禁止期間に関する民法第７３３条については，嫡出推定規定の見直

しにより，前夫の子との推定と再婚後の夫の子との推定とが重複し，父が定まら

ない事態を回避することができる場合には，これを削除することについて，どの

ように考えるか（注）。 

（注）上記第１本文③において，前婚の終了原因が死別のとき又は婚姻の取消しの

ときは再婚後の夫の子と推定しないこととした場合には，再婚禁止期間がなけ

れば前婚と再婚の父性推定が重複し父が定まらない事態が生じ得るが，再婚禁

止期間の定めを削除した上で，父性推定が重複するときには父を定めることを
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目的とする訴え等により父を定めることについては，当事者に手続の負担を負

わせることの当否も含め，引き続き検討する。 

 

（補足説明） 

１ 民法第７３３条第１項は，「女は，前婚の解消又は取消しの日から起算して１０

０日を経過した後でなければ，再婚をすることができない」として，女性の再婚禁

止期間を定めている。 

再婚禁止期間の定めは，嫡出推定制度と密接な関係を有し，女性の再婚後に生ま

れた子について，前夫と再婚後の夫の父性推定の重複を回避することを目的とする

ものであると考えられ（最大判平成２７年１２月１６日民集６９巻８号２４２７頁

参照），現行法の嫡出推定規定が，婚姻の解消又は取消しの日から３００日以内に

生まれた子は前夫の子と推定し，再婚の日から２００日経過後に生まれた子は再婚

後の夫の子と推定すると規律していることを前提とすると，その推定の重複を避け

るために１００日の再婚禁止期間が必要になると考えられる。 

２ 上記第１本文①ないし③の見直しをした場合には，離婚後に生まれた子について，

母の再婚前に生まれた子は前夫の子と推定され，母の再婚後に生まれた子は再婚後

の夫の子と推定されることになるため，父性推定の重複により父が定まらない事態

は生じないこととなるから，再婚禁止期間の定めを設ける必要性が失われると考え

られる。そこで，この場合には，女性の再婚禁止期間に関する民法第７３３条は必

要がなくなることから，これを削除することが考えられる。また，上記第１本文③

のブラケットを外し，婚姻の解消原因が死別であるときや婚姻の取消しのときにつ

いても，離婚のときと同様の規律を設けることとした場合には，父性推定の重複が

生じないことになるから，再婚禁止期間の定めを設ける必要性が失われると考えら

れる。 

  そこで，本文において，嫡出推定規定の見直しにより，前夫の子との推定と再婚

後の夫の子との推定とが重複し，父が定まらない事態を回避することができる場合

には，これを削除することとするとの提案をしている。 

他方，上記第１本文③のブラケット部分を削除し，死別のときや婚姻の取消しの

ときは，嫡出推定の例外を設けないこととした場合には，なお父性推定の重複が生

ずることとなる。この場合には，上記第１の４⑶ウに記載のとおり，女性の再婚禁

止期間を現在の１００日から３００日に伸長することは現実的ではないとも考え

られることからすると，死別又は婚姻の取消し後３００日以内であり，かつ，母の

再婚後に生まれた子は，父未定の子となり，父を定めることを目的とする訴え（民

法第７７３条）により，裁判上父を定めることとすることも考えられる。もっとも，

子の父子関係を確定するためには，当事者がこの手続をとらなければならず，当事

者にこれらの手続の負担を課すことになるとも考えられることから，本文の注にお

いて付記して，引き続き検討することとしている（注）。 

以上を踏まえ，この点について，どのように考えるか。 
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（注）民法第７７３条は，「第７３３条第１項の規定に違反して再婚した女が出産した場合にお

いて」，嫡出推定規定により子の父を定めることができないときは，父を定めることを目的

とする訴えを提起することができるとしているが，本文のような見直しをした場合には，再

婚禁止期間の定めに違反していないときでも，嫡出推定が重複する子が生まれることにな

るから，民法第７７３条もその限度で見直す必要があると考えられる。 

 

以上  

 


